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協議会の経過
～目的と開催状況～
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○ 第１回 （平成29年2月14日開催）
当協議会を設立するとともに、水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組等について情報共有。

○ 第２回 （平成２9年6月7日開催）
減災のための目標、 令和３年までの概ね５年で実施する「加治川・胎内川周辺地域の減災に係る取

組方針」を策定。

○ 第３回 （平成30年6月14日開催） 第４回 （令和元年６月６日開催）
第５回 （令和３年１月７日書面開催） 第６回 （令和３年５月27日開催）
第７回 （令和４年２月24日開催）

令和3年までの５カ年の取組状況について確認し、見直しを加え、令和４年から令和8年のまでの取組
方針を作成。

○ 第８回 （令和5年7月11日書面開催） 第9回（令和6年7月8日書面開催）

第10回 （令和7年6月3日書面開催）
今年度は令和４年から令和８年の取組を踏まえて、次期方針の見直し必要。

協議会の目的と開催状況
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平成２７年９月関東・東北豪雨や平成２８年８月台風１０号等により甚大な被害が発生したことを踏まえ、

河川管理者、県、市、町等が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体

的、計画的に推進することにより、加治川・胎内川周辺地域において氾濫が発生することを前提として社

会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的とする。

＜開催状況＞

目 的



加治川・胎内川周辺地域の減災に係る
取組方針（令和4年2月24日）

～減災のための目標～
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減災のための目標
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水位上昇が早い加治川・胎内川周辺地域の河川は、山間部を流下する河川特有の
流下型の氾濫と平野部における拡散型の氾濫といった河川特性を持ち、迅速な対応が
求められている中、昭和42年羽越水害等の過去の水害の教訓を踏まえ、加治川・胎内
川周辺地域の二級河川の大規模水害に対し、

『迅速かつ確実な避難ができる地域防災力の向上』
を目標とする。

５年間（令和４年度～令和８年度）で達成すべき目標

※ 大規模水害 ・・・・・ 想定し得る最大規模降雨に伴う洪水氾濫による被害。

※ 迅速かつ確実な避難 ・・・・・ 急激な水位上昇など住民自らがリスクを察知し、状況に応じた確実な避難ができる状態。

※ 地域防災力の向上 ・・・・・ 個々の防災意識を高め地域全体の防災力向上のため「自助・共助・公助」の連携を図る。

①加治川・胎内川周辺地域における特徴を踏まえた避難に関する取組

②氾濫被害の軽減や避難時間確保のための水防や流域対策の取組

③地域防災力向上のための継続的な取組

目標達成に向けた３本柱の取組
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加治川・胎内川周辺地域の減災に係る
取組方針（令和4年2月24日）
～概ね５年で実施する取組～



概ね５年で実施する取組
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洪水氾濫を未然に防ぐ対策

危機管理型ハード対策（堤防天端保護）

ハード対策の主な取組

① 円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■ 情報伝達、避難計画等に関する取組

・想定最大規模も含めた洪水浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表
・想定最大規模も含めた洪水浸水想定区域図の作成・公表を中小河川に拡大
・立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討
・広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定・周知
・浸水実績などを把握し、水害リスク情報として住民等に周知する制度への対応
・リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報発信等の防災情報の充実
・避難指示の発令等に着目した防災行動計画（タイムライン）の整備及び検証と改善
・気象情報発信時の「危険度の色分け」「早期注意状況（警報級の可能性）」「キキクル（危険度分布の

予測」の提供・利用促進。
・気象情報の充実、予測精度の向上。
・円滑な避難活動や水防活動を支援するため、水位計（危機管理型水位計含む）や量水標等による監
視の継続と効果の検証。

・簡易型河川監視カメラによる監視の継続と効果の検証
・ホットラインの実施、検証及び改善

ソフト対策の主な取組

（赤字：R4.2追加等）



概ね５年で実施する取組
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■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

・住民の防災意識を高め、地域防災力向上のための広報や資料の作成・配布等の啓発活動
・土砂災害の防災体制強化・防災意識向上を促進するための取組を実施

・小中学校等における防災教育や出前講座等を活用した説明会の実施
・新潟県マイ・タイムライン教室の活用等によるマイ・タイムラインの普及・啓発

・地域全体の防災力向上を図るため町内や自主防災組織等による訓練の実施
・地域防災支援者としての防災士養成・研修の実施

② 洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間確保のための取組

■ 水防活動の効率化及び水防体制強化に関する取組

・既存ダムの事前放流
・田んぼダムの活用
・水防資機材の配備
・水防団等への連絡体制の確認と関係機関が連携した実践的な訓練
・関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡視の実施
・関係機関が連携した水防工法演習等を実施
・水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・認定を促進
・国が開催する地方自治体職員等を対象とした水防技術講習会等に参加

■ 避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難に関する取組

・要配慮者利用施設による避難確保計画の作成及び避難訓練の実施に向けた支援を実施
・避難行動支援者ごとに避難支援を行う者や避難先等を記載した個別避難計画を作成

ソフト対策の主な取組

（赤字：R4.2追加）

（赤字：R4.2ハード対策の主な取組から
の付替）

（赤字：R4.2追加）



■ 地域防災力向上のための継続的な取組

継続的な取組により住民自らが災害や防災への興味・関心を高め、「自分の命は自分で守る」という
主体的な姿勢を育み『災害から生き抜く力』を身に付け、さらには世代間の継承、災害に強い加治
川・胎内川周辺地域の文化を形成します。

継続的な取組

『迅速かつ確実な避難ができる地域防災力の向上』

概ね５年で実施する取組
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取組方針に基づく取組状況
（令和6年度）

～ハード対策の主な取組～



加治川、胎内川、落堀川等の河川改修 【新潟県】

ハード対策の主な取組
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洪水氾濫を未然に防ぐ対策

【実施概要】

新潟県では、平成16年の「7.13水害」、平成23年7月の「新潟・福島豪雨」という大水害で尊い
命が失われていることから『人命を守る治水』を目標として治水事業に取り組んでいます。

河川改修事業については、河川の現況治水安全度や災害実績を考慮した「緊急度」、氾濫
した場合の影響を考慮した「危険度」、社会情勢等を考慮した「重要度」の観点から総合的に
評価した「優先度」に基づき選択と集中により事業進捗を図っています。

・R4実施河川 ： 二級河川 柴橋川

柴橋川の河川改修事業の状況

河川改修前
No.97

河川改修後
No.97

矢板護岸及び地盤改良



河川内の河床掘削、伐木などの維持管理 【新潟県】

ハード対策の主な取組

11

洪水氾濫を未然に防ぐ対策

【実施概要】

新潟県では、緊急浚渫推進事業債を活用しながら、管内各河川で河道掘削工事・伐木業務
委託を進めています。

溝足川 （河床掘削）

加治川 （伐木）
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取組方針に基づく取組状況
～ソフト対策の主な取組～



想定最大規模も含めた洪水浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表 【新潟県】
・加治川・胎内川における想定最大規模の洪水浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定
区域の公表

ソフト対策の主な取組～円滑かつ迅速な避難行動のための取組～
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情報伝達、避難計画等に関する取組

【実施概要】

●平成２９年１２月に二級河川加治川水系の３河川の浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定
区域等を公表

・公表年月日 ：平成２９年１２月１２日
・対 象 河 川 ：二級河川 加治川水系 加治川、姫田川、坂井川

●平成３０年７月に二級河川胎内川水系の１河川の浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区
域等を公表

・公表年月日 ：平成３０年７月１３日
・対 象 河 川 ：二級河川 胎内川水系 胎内川

●令和4年3月に二級河川落堀川水系の洪水浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域等を
公表。

・公表年月日 ：令和４年３月２９日
・対 象 河 川 ：二級河川 胎内川水系 落堀川、舟戸川、他１１河川



想定最大規模も含めた洪水浸水想定区域図の作成・公表を中小河川に拡大 【新潟県】
・２８河川の作成に着手し、完了

広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定・周知 【各市町】

・洪水ハザードマップの見直しを行い、全戸配布により周知済み

ソフト対策の主な取組～円滑かつ迅速な避難行動のための取組～
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情報伝達、避難計画等に関する取組

【実施概要】

新発田市
・加治川の想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域（ハザードマップ）を公開し、全戸に配
布済み
胎内市
・胎内川水系及び落堀川水系のハザードマップを作成し全戸配布。あわせて市HPに掲載済み
・胎内市防災ガイドブック内、水害ハザードマップを更新し、全戸へ配布済（R6.3）
聖籠町
・加治川の想定最大規模の洪水浸水想定区域を踏まえた洪水ハザードマップを作成し、全戸に
配布済み。あわせて町HPに掲載済み。



リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報発信等の防災情報の充実

・洪水時における水位等のプッシュ型配信の検討 【新潟県】

ソフト対策の主な取組～円滑かつ迅速な避難行動のための取組～
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情報伝達、避難計画等に関する取組

【実施概要】

（１）簡易型河川監視カメラ設置を行い、映像データを「新潟県河川防災情報システム」（インター
ネット）において一般公開

（２）平成29年4月1日より「新潟県土木防災情報システム」スマートフォン版サイト運用開始。

＜URL＞ ： http://doboku-bousai.pref.niigata.jp/kasen_s/

（３）危機管理型水位計の基準水位超過情報を登録した行政機関へメールでプッシュ配信（R3～）

土木防災情報システムのスマートフォン版サイト

トップページで現在状況
を分かりやすく表示

Google mapを活用し
操作性を向上

各種防災情報が
表示可能



リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報発信等の防災情報の充実

・防災・防犯情報一斉メールやエリアメール等の更なる普及のため周知・広報の実施 【各市町】

ソフト対策の主な取組～円滑かつ迅速な避難行動のための取組～
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情報伝達、避難計画等に関する取組

【実施概要】

新発田市
・J-ALERT、防災行政無線、登録制メール、FMラジオ、ホームページ、SNSなど、これまでに複数
の情報伝達手段を整備し、自治会向け「メール等情報配信システム」を運用している。
・登録制メールをLINEを連携させ、より多くの媒体での配信ができる体制を構築。LINEでの登録
者数は1000人を突破した。

胎内市
・登録制メールをLINEを連携させ、より多くの媒体での配信ができる体制を構築。
・防災行政無線個別受信機全戸配布済み。新たに防災アプリを導入（R6.3）し、現在、4520名の
登録者数

聖籠町

・従来からの防災行政無線の屋外スピーカー及び戸別別受信機、緊急速報メール・エリアメール
に加え、防災行政無線とLINE・Twitter等を自動連携し、一括配信できるシステムを整備した。
（戸別受信機51.3％、LINE登録者3,438名、 Ｘ登録者約1,000名）。



関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡視の実施 【新潟県、各市町】

・新潟県や各市町、関係機関と重要水防箇所や水防資機材の合同巡視を実施

ソフト対策の主な取組
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水防活動の効率化及び水防体制強化に関する取組事例

～洪水氾濫による被害の軽減
及び避難時間確保のための取組～

重要水防箇所等の合同巡視

【実施概要】

出水期前に河川管理者（新潟県）と新発田市、胎内市と重要水防箇所や水防資機
材の合同巡視を行うとともに、意見交換を実施。

・実 施 日 ： 令和7年5月22日、23日（毎年、出水期前を目途に実施）
・参 加 者 ： 新発田地域整備部、新発田市、胎内市



関係機関が連携した水防工法演習等を実施 【新潟県、各市町】

・新潟県、全市町、新潟県建設業協会新発田支部等と合同で水防工法演習を実施

ソフト対策の主な取組

18

水防活動の効率化及び水防体制強化に関する取組事例

～洪水氾濫による被害の軽減
及び避難時間確保のための取組～

【実施概要】

・新潟県新発田地域振興局地域整備部、県建設業協会新発田支部により共催する加治川水防工
法演習を実施。

・実 施 日 ： 令和7年6月11日(水)
・場 所 ： 一般国道７号「加治川大橋」（左岸） 橋詰 河川敷
・参 加 者 ： 新発田市、胎内市、新発田地区防災協議会

水防工法演習

会場の様子 積み土のう工 Ｔ型マット工



各機関の取組紹介

19



新発田市
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個別避難計画などの共助の重要性について能登半島地震からの教訓を認識してもらい活動の活

性化につなげる。また実際に取り組まれた自治会での活動事例や、パネルディスカッションを通

じて活動内容の深堀り行いながら紹介した。

【実施概要】

・日 時：令和8年2月1日（日）

・参加者：自主防災組織（自治会）、民生委員、福祉関係者ほか

・内 容：① 演題 令和6年能登半島地震・豪雨で何が起こったのか

～みなで支え合う避難と避難生活の実際～

講師 新潟大学危機管理センター 教授 田村 圭子 氏

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策カ テ ゴ リ

避難支援セミナー2026in新発田内 容

新潟県、新発田市実施主体

□□□□講師 田村圭子 氏□□□□ □□□□会場の様子□□□□

（様式2-取組概要）
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胎内市
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令和６年３月に、新規で「胎内市防災アプリ」を導入。
令和７年度においても、引続き、市報、ホームページにて
登録について周知しているほか、自主防災組織や高齢者団
体等の防災講話にて登録の呼びかけを実施。今後も多くの
市民から登録いただけるよう引続き周知していく。
内容は、防災情報等の緊急情報や市からのお知らせ通知

が、音声と文字で情報配信されるほか、災害時の避難所情
報の確認、気象情報や新潟県河川防災情報などの各種防災
情報がリンクされており、迅速に情報を取得することが可
能となっている。また、災害時の安否確認等に活用するＮ
ＴＴ災害用伝言版にもワンプッシュで到達できる。

ソフト対策の主な取組 円滑かつ迅速な避難行動のための取組カテゴリ

胎内市防災アプリの導入と登録について周知・広報を実施内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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令和７年11月に新たに県で指定した、二級河川（胎内川水系、落堀川水系、加治川水系）の洪
水浸水想定区域について、令和８年３月に当市のハザードマップを更新し全世帯へ配布。
今後も、浸水想定区域の見直し等があった場合、速やかに同マップの改定を行い。住民へ周知

していく。

ソフト対策の主な取組 円滑かつ迅速な避難行動のための取組カテゴリ

防災ガイドブックの更新（水害ハザードマップ）内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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より迅速で確実な防災情報の伝達が行えるよう、防災行政無線システム再整備工事を実施。
（令和５年度から令和７年度）※令和７年度完成

【主な再整備内容】
・通信方式の変更（同報系：16QAM→QPSK 通信エリアの拡大、音声の品質良）
・屋外拡声子局の増設（47局→74局 市内生活圏域全てに情報伝達が可能）
・高性能スピーカーに変更（新設の屋外拡声子局、既存の子局に高性能スピーカー設置）
・防災行政無線の遠隔操作機能（迅速な情報伝達の整備として、遠隔操作機能を追加）
・市防災行政無線と消防署のシステムを連動
・市防災行政無線と令和６年３月に導入した防災アプリを連動（Jアラート連携等）

ソフト対策の主な取組 円滑かつ迅速な避難行動のための取組区分１

より迅速で確実な防災情報の伝達が行えるよう、防災行政無線の再整備を実施対策内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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当市では、自主防災組織育成事業補助金により、避難訓練や講演などの活動、防災士の育成、
資機材整備等、自主防災組織への支援を行っている。地域の防災活動が活性化することにより、
平時から防災知識の向上、防災意識の高揚が図られ、有事の際の迅速避難等、被害軽減に繋がる。
また、土・日・祝日を問わず各自主防災組織の日程に合わせ、市職員による防災講話等実施。

（令和７年３月31日現在、自主防災組織率：98.01％）

【補助金の額】補助対象経費の2/3以内
【交付回数】年度１回
【限度額】初回：30万円、2回目から3回目：20万円、4回目以降：10万円

ほか、別に防災士育成（資格取得）補助

ソフト対策の主な取組 平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組区分１

自主防災組織への支援（防災活動や資機材整備への補助金支給など）対策内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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新潟地方気象台
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新しい防災気象情報（警戒レベル相当情報）

28

情報名称だけでは
とるべき行動がわかりにくい

現 在

レベルの数字で、とるべき行動が分かる！

令和8年5月下旬から

・名称がバラバラ（警報？警戒情報？）
・警戒レベルに対応する情報が無い
など…

・情報名称そのものに、レベルの数字が付く
「レベル〇＋現象名＋警報等の種別」という構成に統一化

・警戒レベル４相当の情報として危険警報を新設
・大河川以外の河川氾濫への注意・警戒は大雨の情報に統一

（様式3-新たな課題や取組）



今後（令和８年度出水期～）
記録的短時間大雨情報

顕著な大雨に関する気象情報

顕著な大雪に関する気象情報

現状

竜巻注意情報

気象防災速報（線状降水帯発生）

気象防災速報（記録的短時間大雨）

気象防災速報（短時間大雪）

気象防災速報（竜巻注意/竜巻目撃）

気象防災速報（線状降水帯直前予測）

気象防災速報・気象解説情報

(R8運用開始予定)

警戒レベル相当情報やそれ以外の警報等を補足する情報として、線状降水帯など顕著現象
が発生または発生しつつある場合に「気象防災速報」を発表します。
現在・今後の気象状況や災害発生の危険度の見通しなどを網羅的に解説する情報として、
「気象解説情報」も適宜に発表します。
気象防災速報 ・・・極端な現象を速報的に伝える情報（府県単位でのみ発
表）

気象解説情報 ・・・現在・今後の気象状況を網羅的に解説する情報（全国・地方・府県単位で発表）

全般台風情報(総合情報)

線状降水帯半日前予測を記載した
全般/地方/府県気象情報

気象解説情報（線状降水帯半日前予測）

気象解説情報（台風第○号）

気象解説情報（大雨）

今後（令和８年度出水期～）現状

大雨に関する
全般/地方/府県気象情報 29

（様式3-新たな課題や取組）



早期注意情報・時系列情報

6日5日4日3日2日1日
12-2400-1218-2412-1806-1200-0618-24警報級の可能性

－－－－－－［中］［高］［中］－大雨
－［中］［中］［高］［高］［中］－土砂災害

早期注意情報（警戒レベル１）は、５日先までの警報級の現象の可能性を発表
時系列情報は、警報・注意報に先立って、翌日までの気象状況の見通しを、毎日4回発表

明後日までを対象とした情報について、現行では大雨に含まれる土砂災害の警報級の可能性を切り分けて
発表するとともに、現行よりも情報の時間幅を細分化。

早期注意情報（警報級の可能性）

時系列情報（明日までの警報等の見通し）

注意報基準を超えると予想される時間帯
(高潮については、注意報発表の可能性が
ある時間帯)

災害切迫

危険

警戒

注意

特別警報基準を超えると予想される時間
帯
危険警報基準を超えると予想される時間帯
(土砂災害、高潮については、危険警報発表
の可能性がある時間帯)
警報基準を超えると予想される時間帯
(土砂災害、高潮については、警報発表の
可能性がある時間帯)

（様式3-新たな課題や取組）
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キキクル
大雨や土砂災害に関する情報が発表された際、危険度が高まっている地域を確認するには
キキクルを活用してください。
「大雨キキクル」は、大河川以外の河川の氾濫と浸水の危険度を重ねて表示するもので、大
雨に関する情報に対応しています。
「土砂キキクル」は、土砂災害の危険度を表示するものです。表示方法は従来と変わりません
が、以下の特性の変化に留意が必要です。
現行に比べ、警戒（赤色）の判定が狭く、注意（黄色）から危険（紫色）のケースが多くなります。
4～６時間先に警戒レベル４相当の基準に達すると予想してレベル３土砂災害警報を発表した場合
には、警戒（赤色）の判定が出ていないことがあります。

土砂キキクルの特性変化（イメージ）

31

大雨キキクル（イメージ）

洪水
キキクル

浸水
キキクル

統合して表示

気象庁HPでは現行の洪水キキクルと浸水キキクルも切り替えて閲覧可能

現行に比べて赤が絞り込まれ、黄
から紫になることが多くなる傾向

（様式3-新たな課題や取組）


